
グリーン共同発行市場公募地方債発行の
お知らせ

Joint Local Government Green Bond

本県では、令和３年３月に第５次和歌山県環境基本計画を策定し、環境

課題の解決に向けて様々な施策に取り組んでいます。

それらの施策を加速化させていく為の資金調達を目的に、令和５年度

から新たにグリーン共同発行市場公募地方債を発行しており、「グリーン

共同発行市場公募地方債フレームワーク」を策定しています。本フレーム

ワークに基づき調達した資金は、環境課題の解決に貢献する適格事業に

充当します。

グリーン共同発行市場公募地方債（グリーン共同債）

令和6年8月9日（金）

年限 10年（満期一括償還）

発行額 総額1,200億円程度

発行時期 年度を通じて2回の発行を予定。（初回発行は11月予定）

主幹事会社
野村證券株式会社（事務、ストラクチャリング・エージェント）、
みずほ証券株式会社、大和証券株式会社、しんきん証券株式会社

適合性評価

・本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）策定のグリーンボンド
原則2021及び環境省策定のグリーンボンドガイドライン（2022年版）との
適合性に関する評価（セカンド・パーティー・オピニオン）を、外部評価
機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）及び株式会社日本格付
研究所（JCR）より取得済み

・発行に当たっては、グリーン共同債で調達した資金を充当する個別具体の
事業について、外部評価機関による評価を別途取得予定

購入対象 機関投資家向け

株式会社格付情報センター(R&I) http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/second_opinion01.pdf

株式会社日本格付研究所（JCR） http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/second_opinion02.pdf

適合性評価の公表

フレームワークの公表

（本体）http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/green_framework01.pdf

（別紙）http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/green_framework02.pdf

http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/second_opinion01.pdf
http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/second_opinion02.pdf
http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/green_framework01.pdf
http://www.green-kyodohakko.jp/pdf/green_framework02.pdf


グリーン共同発行団体

共同発行市場公募地方債について

本県の他、下記の43団体が参加

和歌山県総務部総務管理局財政課企画班

TEL：073-441-2161 Email：e0104001@pref.wakayama.lg.jp
お問い合わせ先

地方債市場においては、平成15年４月より地方財政法第５条の７に基づいて、地方公共団

体が共同して機関投資家向けの市場公募地方債（以下、「共同発行市場公募地方債」とい
う。）を発行しています。令和５年度からは新たに、SDGs債（ESG債）の一つであるグリー
ンボンドを地方公共団体が共同して発行しています。

共同発行市場公募地方債は、共同で発行する各団体が、発行総額から自団体の調達額を控
除した額及びこれに対する利子相当額について債務負担行為を設定しており、連帯債務によ
る強固な信用力に基づいて発行されています。

本フレームワークに基づき発行するグリーン共同債も、通常の共同発行市場公募地方債と
同様に、共同で発行する団体が連帯債務を負う方式により発行することとしています。

グリーン共同債フレームワーク

1.調達資金の使途

グリーン共同債の発行により調達した資金はフ

レームワーク別紙記載の「グリーン関連事業」

に該当する対象プロジェクトに充当する予定で

す。

2.プロジェクトの評価と選定のプロセス

グリーン共同債の発行により調達した資金を充

当する個別具体のプロジェクトについては、フ

レームワークにて設定した手順に従って選定さ

れ、外部評価を実施することとしています。

3.調達資金の管理

グリーン共同債により調達した資金は、各グ

リーン共同発行団体が自団体分の調達資金につ

いてフレームワークにて定められた手順に従っ

て管理することとしています。

4.レポーティング

各年度において発行されたグリーン共同債につ

いては、発行の翌年度以降、調達資金が全額充

当されるまで、①資金充当状況レポーティング、

②インパクト・レポーティングを、地方債協会

や共同発行団体のHP等にて年次で開示します。

本フレームワークは、グリーン共同債が、グリーンボンド原則2021に定める四つの核となる

要素（調達資金の使途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達資金の管理、レポーテ

ィング）に適合していることを示すことを目的として策定しています。

Joint Local Government Green Bond

北海道、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、新潟県、富山県、福井県、

山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、島根県、岡山県、

広島県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、京都市、堺市、岡山市、

広島市、北九州市、福岡市


